運行供用者責任
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（1） 交通事故の法的責任：

（１１）刑事責任：業務上過失致死傷、道路交通法違反、保護責任者遺棄（致死）罪、

（１２）民事責任：

（１２１）不法行為責任（民７０９）、

（１２２）使用者の責任としての（１２２１）使用者責任（民７１５）、（１２２２）運行供用者責任（自賠3）、

（１３）行政上の責任：免許取り消し、免許停止、懲戒処分。

（２）損害賠償額：

（２１）積極的損害：治療費、付添費、諸雑費、交通費、家屋改造費、、物的損害、葬祭費、弁護士費用、

（２２）消極的損害：休業損害、遺失利益、

（２３）精神的損害：

（２４）後遺症。

自賠責法は、自賠責保険と連動する。すなわち、加害車両の「保有者」に運行供用者責任が発生する場合は、加害車両に付保されている自賠責保険から保険金が支払われる（自賠責法11条、16条1項）。ちなみに自賠責保険に入っていなくても、もちろん、自賠法は適用されます。無保険車であっても、この責任がなくなるわけではなく、自賠責保険からの保険金が出ないだけで、損害賠償責任は厳格に発生します。 

自動車損害賠償保障法は、他人に与えた人身傷害のみを対象とした法律で、物損事故は対象となりません。物損事故の損害賠償は、民法第709条（民法第709条　不法行為による損害賠償）の規定によります。
保有者に運行供用者責任が発生しない場合には、自賠責保険は支払われないことは、ぜひ記憶しておいてください。
自賠責保険に加入していない無保険車であっても、自賠法３条は適用されますから、運行供用者には運行供用者責任が発生します。保有者に運行供用者責任が発生しない場合には、自賠責保険が出ないというだけ

自動車損害賠償保障法(自賠法）
【この法律の目的】 

第１条 この法律は、自動車の運行によつて人の生命又は身体が害された場合における損害賠償を保障する制度を確立することにより、被害者の保護を図り、あわせて自動車運送の健全な発達に資することを目的とする。 【定　義】 

第２条 この法律で「自動車」とは、道路運送車両法（昭和26年法律第185号）第2条第2項に規定する自動車（農耕作業の用に供することを目的として製作した小型特殊自動車を除く。）及び同条第3項に規定する原動機付自転車をいう。
２　この法律で「運行」とは、人又は物を運送するとしないとにかかわらず、自動車を当該装置の用い方に従い用いることをいう。 

３　この法律で「保有者」とは、自動車の所有者その他自動車を使用する権利を有する者で、自己のために自動車を運行の用に供すものをいう。 

４  この法律で「運転者」とは、他人のために自動車を運転又は運転の補助に従事する者をいう。 

【自動車損害賠償責任】
 第３条 自己のために自動車を運行の用に供する者は、その運行によつて他人の生命又は身体を害したときは、これによつて生じた損害を賠償する責に任ずる。ただし、自己及び運転者が自動車の運行に関し注意を怠らなかつたこと、被害者又は運転者以外の第三者に故意又は過失があつたこと並びに自動車に構造上の欠陥又は機能の障害がなかつたことを証明したときは、この限りでない。 

「自動車」とは、自衛隊・在日アメリカ軍・国連軍を除く。農耕用の耕運機と工場の構内のみで運行されるフォークリフト等については、自賠法第 10 条により、自賠責保険の契約が強制されていません。 

この法律で「運行」とは、人又は物を運送するとしないとにかかわらず、自動車を当該装置（特殊自動車であるクレーン車を走行停止の状態におき、操縦者において固有の装置であるクレーンをその目的に従って操作する場合をも含む）の用い方に従い用いることをいう(自賠責法第2条第2項)。道路運送車両法で説明する運行とは、工場の敷地や公園のような道路以外の場所だけで自動車を用いる場合を除外しているのですが、自賠法は、この場合でも運行に含まれています。  

この法律で「保有者」とは自動車を使用する権利のある者のことで、狭義の所有者（いわゆる自動車の所有者、リース、タクシー会社の事業者、売買用の自動車を保有するディラー）と、正当な使用権の所有者（自社の車を運転する従業員、有償貸与のレンタル、無償で貸与の友人など）より構成される。これに対し、無断でＡ社の所有車両を私用運転した従業員Ｂは、自動車を使用する権利はありませんから、運行供用者ではあっても、保有者ではありません。

運行供用者責任とは、自動車損害賠償保障法（自賠法）第3条で規定されている、運行供用者（自己の目的のためにクルマを運行させるもの）の責任のことで、その運行によつて他人の生命又は身体を害したときは、これによつて生じた損害を損害賠償責任を負う。ただし、自己及び運転者が自動車の運行に関し注意を怠らなかつたこと、自動車に構造上の欠陥又は機能の障害がなかつたこと、被害者又は運転者以外の第三者に故意又は過失があつたことを証明したときは免責となる(自賠法第3条)。
です。
運行供用者とは、
自賠法第 3 条によって損害賠償責任を負う者。判例は、運行供用者とは、事故を起こした車（加害車両）についての「運行支配」と「運行利益」が帰属する者（最高裁昭和４３年９月２４日判決）とし、運行供用者の判断基準としては「運行支配」を中心に据え、「運行利益」は補完的に位置づけるべきだとしている。最高裁判決を見てみると、運行支配の内容については「加害車両の運行を指示・制御すべき立場（地位）」とするものが多い（最高裁昭和４８年１２月２０日判決）。

（１）従業員が、業務中に当社所有車の運転を誤って事故を起こし、歩行者に重傷：
運行支配・運行利益を得るのは従業員ではなく会社なので、従業員には運行供用者ではなく、運行供用者責任は発生しない。従業員は不法行為責任（民法７０９条）に基づき、会社は使用者責任（民法７１５条１項）あるいは運行供用者責任（自賠法３条）に基づき、それぞれ損害賠償責任を負うことになります。
さらに、被害者は、代表取締役に対しても代理監督者責任（民法７１５条２項）に基づいて賠償義務が負う。ここにいう代理監督者とは、工場長、現場監督、支店長、部・課長等のように、実際に使用者に代わって被用者の選任・監督のどちらか一方または双方を行う者を指すと考えられる（最高裁昭和４２年５月３０日判決）。

特殊例として、 
（1） レンタカー業者：　

レンタカー業者から賃貸借でレンタルを受けたお客（借主）が事故を起こした場合、レンタカー業者は原則として運行供用者となります（最高裁昭和５０年５月２９日判決）。この場合、お客（借主）も運行供用者と考えられますから、運行供用者は複数存在することになります。
（2） 使用貸借の貸主：　

車の所有者から無償で車を借り受けた者が事故を起こした場合も、原則として貸主は運行供用者となります。借主が返還を約束している以上、運行支配は失われていないと考えられるからです。この場合、無償で車を借りた者も運行供用者となります。
（3） 自動車販売会社が顧客に代車を提供：　

顧客がその代車で起こした事故について、自動車販売会社（代車の所有者）は原則として運行供用者責任を負います（最高裁昭和４６年１１月１６日判決）。なお、代車の提供を受けた顧客も運行供用者となるでしょう。

（4） 無断運転された車両の所有者：　

会社に無断であっても従業員が社用で使用した場合には、雇用関係が存在し、使用目的も社用であること等から、会社に運行支配と運行利益が存在するとして、裁判例では会社の責任が認められる傾向にあります。

従業員であっても無断私用運転の場合には、無断運転者は運行供用者となります。一般常識では休日であり会社の業務外で起こった事故ということで会社側が責任を負わされることはないのではないかと考えがちではないかと思われます。しかしながら、実際の裁判例を検討しますと、無断運転者と所有者との間に雇用関係という密接な関係があることが大きな要素となり、被害者保護の見地から、会社に運行供用者たる地位が認められるとして、会社が責任を負わされる可能性が高いというのが実情です。

以上のように、社用・私用を問わず会社側に厳しい責任を負わせる傾向にありますので、経営者としては徹底した車の管理を行うとともに、会社の車を勝手に無断運転することのないよう社員教育を徹底することが重要です（最高裁昭和３９年２月１１日判決）。会社が無断私用運転を規程で禁止していたとしても、その運用がルーズであれば運行供用者責任を免れません。

無断運転者と所有者との間に身分関係がある場合（社長の家族など）も、車の普段からの管理状況も関わってきますが、原則として所有者の運行支配は失われません（最高裁昭和４６年１月２６日判決、姻族関係がある例）。従って、親の所有車両を、同居している子が無断で乗り出し、事故を起こした場合には、親は原則として運行供用者となります。
（5） 泥棒運転された車両の所有者：　

無断運転の場合には、無断運転者と車の所有者との間に、雇用関係とか身分関係とかの人的関係が存在していたため、それを媒介として、加害車両に対する所有者の運行支配が認められやすいのですが、泥棒運転のケースでは、そのような人的関係が存在しません。また、無断運転の場合には、無断運転者は私用運転後、車を所有者のもとに返還する意思を有していることが普通です。これも、所有者の運行支配が認められやすい要素の一つです。ところが、泥棒運転のケースでは、泥棒が使用後に車両を返還する意思を有しているとは通常考えられません。乗り捨てが普通でしょう。したがって、泥棒運転のケースでは、車を盗まれた時点で、所有者の運行支配は失われ、その後に泥棒が起こした事故について、所有者は原則として運行供用者責任を負いません。最高裁も、タクシー会社の構内駐車場にエンジンキーを差し込んだまま駐車していたタクシー会社の所有車両を盗み出した者が、２時間後に事故を発生させたケースで、タクシー会社の運行供用者責任を否定しています（最高裁昭和４８年１２月２０日判決）。この場合、車を盗んで運転していた泥棒が運行供用者に当たることは当然ですが、困ったことに、泥棒運転者は「運行供用者」ではあっても「保有者」ではありませんから、被害者は、加害車両に付けられている自賠責保険から填補（てんぽ）を受けることができないのです。自賠責保険は、車の「保有者」に運行供用者責任が発生する場合に限って支払われる仕組みになっているからです。もちろん、泥棒本人は運行供用者責任を負うのですが、そもそも泥棒するくらいですから、通常無資力であり、被害者が損害の賠償を受けることはまず不可能でしょう。そこで、客観的に見て、車両の所有者において第三者が車両を運転するのを容認したのと同視し得るような状況がある場合には、例外的に、所有者の運行支配が残っていると解する立場が有力となっています。これを、所有者に車両管理上の過失がある場合と言い換えても大差ありません。どのような場合に車両管理上の過失が認められるかといえば、概ね、道路またはこれに準ずるような、人の自由な出入りが予定されている場所（例えば、空き地とか、屋外駐車場）に、エンジンキーを付けっぱなしにして、ドアロックもせずに駐停車している場合には過失があるとされているようです。車庫に駐車している場合には、その車庫に門扉がなくても、またエンジンキーを付けっぱなしにして、ドアロックもせずに駐停車していても過失はないとされているようです。もっとも、所有者に車両管理上の過失があるため、窃取された時点で直ちに車両に対する運行支配が失われることはない場合であっても、運行支配は、時間の経過に伴い、急速に減衰していき、やがて所有者の運行支配はなくなると考えられます。窃取時点からいつまでに発生した事故について所有者が運行供用者責任を負うかは問題です。所有者（車を盗まれた人）の運行供用者責任を肯定した裁判例を見ると、窃取されてから事故発生までの時間的間隔は、せいぜい１時間前後といったところです。なお、車を盗まれた場合には、直ちに警察に被害届けを出しておくことをお勧めします。被害届けを出すことによって、所有者は泥棒による車の運行を排除するために必要な措置をとったということで、その時から運行供用者責任を免れる可能性が高いと考えられるからです。
（6） 代行運転の依頼者：　

運転代行業者が運行供用者に当たることは当然です。依頼者については：(1)　業者側が、依頼者に代わり、依頼者が同乗した上で依頼者の車を運転する場合：依頼者自身も自車に同乗し、依頼者の車だけで走行する場合には、依頼者自身の運行利益もあり、かつ同乗している以上は運行に対する支配も及びますので、運行供用者として損害賠償責任を負うものと考えられます。(2)　業者側が、依頼者の車を代行運転して先導し、依頼者は業者側が用意した車に同乗した上で、業者側が運転して追従する場合：先導する自車に依頼者自身は同乗していませんが、追従する後続車には同乗していますし、先導車に対する運行の指揮・監督も可能な状態にありますので、運行供用者として損害賠償責任を負うものと考えられます。(3)　依頼者は同乗せずに、依頼者の車を業者側が代わって運転して目的地まで搬送する場合：依頼者は同乗せずに、代行運転業者側に車を預ける形で代行運転を依頼し、車だけを目的地に搬送してもらう場合も、依頼者も車を目的地まで搬送してもらうことにより利益を得ていますし、通常、代行運転業者に対して車を預ける時間も短く、運行支配も有していると考えられますので、運行供用者として損害賠償責任を負うものと考えられます。代行運転中に依頼者自身が事故によりケガをしたり、死亡したりした場合、依頼者自身が被害者として損害賠償を請求できるでしょうか。これは、依頼者が自賠法３条の運行供用者責任を追及できる他人と言えるか：最高裁判所の判例は、運行供用者が複数存在する共同運行供用者のうち、他の者より、「直接的・顕在的・具体的」に運行を支配している場合は、他人とは言えないものとしています（最高裁昭和５０年１１月４日判決、同昭和５５年６月１０日判決、同昭和５７年１１月２６日判決）。

（7） 所有権留保特約付売主とリース会社：　

単に割賦代金の担保のためにだけに車の所有権を留保している、所有権留保特約付割賦販売契約の売主（自動車販売会社）は、原則として運行供用者とはなりません（最高裁昭和４６年１月２６日判決）。この場合、車を使用している買主が運行供用者となります。これと似ている類型に、ファイナンス・リース契約におけるリース会社があります。ファイナンス・リース契約とは、リース会社が自動車販売会社（サプライヤー）からユーザーの指定する車を購入し、それをユーザーに賃貸する契約です。ユーザーはリース会社に賃料（リース料）を支払っていくのですが、その実質は本来の賃貸借ではなく、金融です。リース契約では、車の所有者はリース会社ですが、リース会社は車に対する運行支配は有していないと解されるので、原則として運行供用者とはなりません。この場合、車を使用しているユーザーが運行供用者となりますます。所有権留保特約付割賦販売契約では、割賦代金の支払が終われば車の所有権は買主に移転しますが、リース契約では、リース期間が終了しても車の所有権はユーザーに移転せず、ユーザーは車をリース会社に返還しなければなりません。以上は、車の所有者が運行供用者に当たるか否かについて検討してきたのですが、車の所有者ではない者であっても、加害車両についての「運行支配」を有するとして運行供用者に当たるとされる場合があります。
（8） 貸金の担保として車を預った者：　

貸金の担保のために債務者所有の車を預かり、その占有管理下に置いた者は、運行供用者とされています（最高裁昭和４３年１０月１８日判決）。
（9） 自動車修理業者：　

自動車修理業者が修理のために顧客からその所有車両を預かっている間は、その修理業者はその車両の運行供用者となります（最高裁昭和４４年９月１２日判決）。その間は、車の所有者である顧客は、一時的に運行支配を喪失していると見るべきでしょう。が、注文者に当該車を届ける為運転していた場合は、判定が困難。
（１０）従業員のマイカーによる事故についての会社の責任：　

休日に従業員が全くの私用でマイカーを運転中に事故を起こした場合には、いくら従業員であるとはいっても、車の所有者ではない会社が運行供用者責任を負うことはあり得ません。しかし、会社が日頃から従業員がマイカーを業務に使用することを許容したり、承認したり、あるいは黙認していた場合に、事故が会社の業務中またはこれに準じるようなとき（通退勤途中など）に発生したとすると、会社が、従業員のマイカーに対する運行支配を有しているとされ、運行供用者責任を負うことがあります（最高裁昭和５２年１２月２２日判決、最高裁平成元年６月６日判決、いずれも従業員がマイカーを使用して工事現場から自宅に帰る途中で起こした事故のケースです）。会社が形式的にマイカーの業務への利用を禁止していたとしても、その運用がルーズだと「黙認」していたと言われるおそれがありますので、会社としては注意しなければなりません。リスクに見合った適切な保険を付すると同時に、社有車の管理を厳格に行い、社員が社有車を私用に使用することがないよう徹底することが必要です。更に、社員のマイカーを安易に業務に使用させることがないように十分注意することも必要でしょう。仮にどうしてもマイカーを使用させざるを得ないのであれば、十分な任意保険に入っているかなどを確認することは必須です。
（１１）請負人がその所有車両で起こした事故についての注文者の責任：　

運送契約や工事請負契約がある場合、業務中に請負人がその所有車両で起こした事故について注文者は運行供用者責任を負うでしょうか。加害車両が請負人の所有車両であることや、民法上、注文者は請負人がその仕事に付いて第三者に加えた損害を賠償する責任がないのが原則とされていること（民法７１６条）から、原則的に注文者は運行供用者責任を負いません（最高裁昭和４５年２月２７日判決）。引用した昭和４５年判決のケースにおいては、請負人の所有する加害車両に、注文者の許諾を得て注文者の社名が表示されていたのですが（名義貸与）、それだけでは注文者が運行供用者責任を負うことはないとされています。同様のことは、下請負人と元請負人との関係についても言えます。最高裁昭和４６年１２月７日判決は、元請負人が下請負人に名義貸与していたケースですが、元請負人の運行供用者責任を否定しています。下請負契約も請負契約の一種であり、この場合は元請負人が注文者、下請負人が請負人に当たるからです。しかしながら、請負人に対して、直接または間接的に注文者の指揮監督が及んでいる場合には、例外的に、注文者の運行供用者責任が認められる場合もありま
す。最高裁は、同日（昭和４６年１２月７日）の別件判決で、下請負人の従業員が下請負人の所有車両で起こした事故につき、下請負人の従業員に対して間接的に元請負人の指揮監督が及んでいたとして、元請負人の運行供用者責任を認めています。また、この場合、下請負人が平素から恒常的に専属的関係に立つことまでは必要とされていません。

（１１‘）下請け会社が元請会社より貸借した車での下請け会社従業員の起こした事故：

元請会社も下請け会社も運行供用者となる。
（１２）子がその所有車両で起こした事故についての親の責任：　

子がその所有車両で起こした事故について、親が運行供用者責任を負うことがあるでしょうか。子が親と別居して生計を別にしており、車の購入代金や維持費を自ら負担している場合には、親が運行供用者責任を負うことはあり得ません。これに対し、子の所有車両であっても、親が車の購入代金やガソリン代、保険料などの維持費を負担している場合には、親にも運行供用者責任が認められています（最高裁昭和４９年７月１６日判決、子が１７歳のケース）。親がこのような費用を負担していないけれども、子が親と同居しており、親に経済的に依存しているという場合はどうでしょうか。最高裁は、親が登録名義人となっており、子（満２０歳）が親と同居して農業に従事しており、車は親の家の庭に保管されていたというケースで、親の運行供用者責任を認めました（最高裁昭和５０年１１月２８日判決）。この判決では、親は、子の所有する自動車の運行を事実上支配、管理することができ、社会通念上その運行が社会に害悪をもたらさないよう監視、監督すべき立場にあったというべきである、とされています。子の生活費を親が負担しているからこそ、子は自分のお金を車の購入代金や維持費に充てることができたと考えれば、親が直接、車の購入代金や維持費を負担してやる場合と実質的に差異はないと考えられるからでしょう。
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	交通事故にあったら警察を！


	

	保険会社に損害を請求するには、事故証明が必ず必要です。警察を呼んでいなければ、物損・人身にかかわらず事故があったこと自体が証明できません。また、警察への届出は事故当事者の義務でもあります。事故による体調不良はその場で発症するとは限りません。翌日あるいは２～３日後に発症することも珍しくありません。このような場合に警察に届け出ていなければ、被害者と加害者がともに嫌な思いをしなければなりません。

人身事故の場合、加害者には行政処分や刑事処分が生ずるため「お金を払うから警察は呼ばないで」などと加害者に云われたケースをよく耳にしますが、このような場合に体調不良が発症すれば損害の程度をめぐり加害者ともめることは珍しいことではありません。警察を呼ぶということは当事者間の示談による解決を否定することではありません。事故にあった場合にはまず警察を呼んで、その上でどのように解決するのかを両者で話し合うことが大切です。
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交通事故の場合の措置等　道路交通法７２条　事故当事者の義務


	道路交通法第７２条（第１項）
車両等の交通による人の死傷又は物の損壊（以下「交通事故」という。）があつたときは、当該車両等の運転者その他の乗務員（以下この節において「運転者等」という。）は、直ちに車両等の運転を停止して、負傷者を救護し、道路における危険を防止する等必要な措置を講じなければならない。この場合において、当該車両等の運転者（運転者が死亡し、又は負傷したためやむを得ないときは、その他の乗務員。以下次項において同じ。）は、警察官が現場にいるときは当該警察官に、警察官か現場にいないときは直ちに最寄りの警察署（派出所又は駐在所を含む。以下次項において同じ。）の警察官に当該交通事故が発生した日時及び場所、当該交通事故における死傷者の数及び負傷者の負傷の程度並びに損壊した物及びその損壊の程度、当該交通事故に係る車両等の積載物並びに当該交通事故について講じた措置を報告しなければならない。

道路交通法第７３条
交通事故があつた場合において、当該交通事故に係る車両等の運転者等以外の者で当該車両等に乗車しているものがあるときは、その者は、当該車両等の運転者等が第７２条第１項前段に規定する措置を講じ、又は同項後段に規定する報告をするのを妨げてはならない。 

	目次へ戻る
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交通事故の現場で行なってくべきこと


	事故の直後に相手と補償の話し合いを行なう必要はありませんが、概ね次のようなことを確認しておくべきです。時間の経過とともに加害者の主張が変わることは良くあることですから、出来るだけ記録を残しておきましょう。

A. 必ず警察（110番）に連絡する。必用により救急車（１１９番）へも連絡する。 

B. 免許証にて相手の確認を行なう。氏名、住所、免許証番号、電話番号（携帯だけでなく自宅の電話も必ず確認する） 

C. 車検証にて事故車両を確認する。車種、ナンバー（車両番号）、所有者、使用者など。運転者と所有者使用者が異なる場合には、どのような関係なのかも確認しておくと良いでしょう。運転者（加害者）に責任能力がない場合には必要になります。 

D. 相手が加入している損害賠償保険を確認する。自賠責保険の証明書と任意保険の証明書により、それぞれの契約保険会社と連絡先を確認してください。（任意保険未加入の場合は、車両の修理など物的損害には保険が使えません。自賠責は人身傷害のみ補償されます） 

E. 事故現場の写真を撮る。現場全体、車両、散乱物、スリップ痕などできるだけたくさん撮影してください。（後日、主張が対立した場合の証拠資料となります）日頃から”写るんです”などを車に備えておきましょう。最悪の場合はケータイでもかまいませんから撮影しておきましょう。 

F. 目撃者を確保する。目撃者がいる場合は、氏名と連絡先と目撃した状況を聞いてメモしておく。 

G. 事故状況の（自分の）記憶をメモしておく。時間の経過とともに事故状況の記憶があやふやになってしまいます。事故に至った経過（自分の車両の運転状況・相手の車両の進行状況など）をメモしておきましょう。 

	目次へ戻る
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治療には「人身事故の届出」が必要です


	交通事故により傷害を負ってしまい治療が必要な場合には人身事故の届出が必要です。その際には「医師の診断書」の提出が必要です。人身事故の届け出をしていないのに、医療機関を受診しても加害者の保険（自賠責保険・任意保険）を利用して治療を受けることは出来ません。事故後数日たって調子が悪くなった場合でも、医師の診察を受けて診断書を警察に提出することにより人身事故への切り替えが可能です。（事故後に警察を呼んでいなく、症状があまりに遅く発症した場合には事故との因果関係をめぐって加害者とトラブルとなる場合もあります。）

	目次へ戻る
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自動車損害賠償保障法上の責任（立証責任の転換）


	民法上の一般原則では、被害者が加害者に対して損害の賠償を請求するには、被害者において不法行為が成立することを立証しなければなりません。つまり、次の４要件を立証することが求められます。

故意・過失が存在すること
権利が侵害されたこと
損害が発生していること
加害行為と損害の間に因果関係がそんざいすること

交通事故の被害の場合、身体に傷害を受けた被害者がこれらの４要件を立証することは容易ではありません。そこで自賠法では被害者の救済を確実にし、その保護を図るために立証責任の転換が図られ加害者に立証責任を課しています。

つまり加害者が損害を賠償する責任を免れるためには、以下の３つの要件を立証しなければなりません。

· 自動車の運行につき、事故（運行供用者）および運転者に過失の無かったこと 

· 被害者または運転者以外の第三者に故意または過失のあったこと 

· 自動車に構造上の欠陥または機能の障害がなかったこと 

これらを立証した場合には加害者は損害を賠償する責任を免れることが出来ます。

よって、被害者は交通事故の結果、損害を被ったことを証明するだけでよいのです。
任意保険の約款にはいくつかの免責規定が存在しますのでご注意ください！

	目次へ戻る
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自動車損害賠償責任保険（自賠責保険＝強制保険）とは


	交通事故にあって身体や自動車などに被害を被っても、加害者に賠償の能力が無ければ賠償してもらうことが不可能な場合もあります。そこれ、被害者救済の観点から、人的被害を最低限補償するために設けられているのが自賠責保険です。補償の対象は人的被害のみであって物的損害には適用されません。自動車損害賠償責任法によって、運行する自動車に加入が義務付けられている保険です。

被害者の救済が目的ですから、被害者の過失割合が７割未満の場合には過失による減額は行なわれません。ですから、この場合には治療費・休業損害・慰謝料・その他雑費などは自賠責保険の限度額内においてその全額を保険により補償されます。

損害が自賠責保険の限度額を上回る場合には、通常加害者の加入している任意保険で補償されます。人身事故補償の場合、任意保険は自賠責保険限度額を上回る損害を補償する上積み保険の役割を担っております。

	目次へ戻る
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過失割合と自賠責保険の減額割合


	平成１３年１２月２１日金融庁国土交通省告示第１号より
被害者に重大な過失がある場合は、次に掲げる表のとおり、積算した損害額が保険金額に満たない場合には積算した額から、保険金額以上となる場合には保険金額から減額を行なう。ただし、傷害による損害額（後遺障害及び死亡にいたる場合を除く。）が２０万円未満の場合はその額とし、減額により２０万円以下となる場合は２０万円とする。

過失割合
後遺症または死亡に係るもの
傷害に係るもの
７割未満
減額なし
減額なし
７割以上８割未満
２割減額
２割減額
８割以上９割未満
３割減額
２割減額
９割以上１０割未満
５割減額
２割減額

なお、過失が１０割の場合は相手の過失は０となり、あなたは被害者ではありません。よって、自賠責保険による補償は受けられません。

自分の過失が多いために体調が悪いにもかかわらず治療を受けていない方はいませんか？自賠責保険では相手に少しでも過失があれば、上記のように最低でも８割の補償を受けることが可能です。自賠責保険は皆さんが納めた保険料で運営されている公的な保険です。後々の後遺症を防ぐためにも遠慮することなく治療を受けましょう！

※損害が自賠責保険の限度額を上回る場合には、通常加害者の加入している任意保険で補償されます。

	目次へ戻る
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自賠責保険の限度額


	傷害に係る損害
限度額１２０万円
治療関係費（治療費・通院交通費・看護料・諸雑費・義肢装具費・診断書料など）、文書料（交通事故証明書・印鑑証明書・住民票）、休業損害、慰謝料などが含まれます。
後遺症を残した場合の損害
限度額７５万円～４０００万円・・・後遺障害の等級により異なります。
等級に応じた逸失利益と慰謝料が補償されます。
死亡した場合の損害
限度額３０００万円
葬儀費、逸失利益、被害者本人の慰謝料、遺族の慰謝料が補償されます。
※自賠責保険の限度額は、損害賠償請求の限度額ではありません。自賠責保険の限度額を上回る損害は通常任意保険により補償されます。

	目次へ戻る
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誰が請求するの？　　自賠責保険の請求権


	加害者請求

加害賠償の義務を負うのは加害者です。被害者からの請求を受け、支払済みのものに限って自賠責保険へ請求することが可能です。

被害者請求

保険契約上、被害者は契約外の第三者です。しかし、加害者が加入している自賠責保険の保険金は最終的には被害者の救済に当てられるべきものです。そこで、自賠法では加害者に（保険契約者）に賠償の責任が発生することを前提として、被害者が直接自賠責保険に請求することを認めています。これにより被害者は加害者との示談の成立とは無関係に迅速に損害の補償を受けられます。

被害者（患者さん）が医療機関で治療を受けた場合には、通常医療機関へ委任状を発行します。この委任状に基づいて医療機関は自賠責保険に直接治療費などを請求いたします。これは受任請求といって被害者請求の一部です。本来、医療機関には自賠責保険への請求権がありません。委任により初めて被害者請求として請求することが可能となります。

目次へ戻る
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自賠責保険の支払基準（傷害による損害の場合）


	平成１３年１２月２１日金融庁国土交通省告示第１号より
積極損害
（1）治療費関係費
応急手当費
応急手当に直接係る費用かつ妥当な実費とする
診察料
初診療、再診料又は往診料にかかる費用かつ妥当な実費
入院料
入院料は原則としてその地域における普通病室への入院に必要かつ妥当な実費とする。ただし、被害者の傷害の態様などから医師が必要と認めた場合に、上記以外の病室への入院に必要かつ妥当な実費とする。
投薬料
手術料
処置料
治療のために必要かつ妥当な実費とする。
通院費、転院費、入院費または退院費
通院、転院、入院又は退院に要する交通費として必要かつ妥当な実費とする。
看護料
ア.入院中の看護料

原則として１２歳以下の子供に近親者が付き添った場合に一日につき4,100円とする。

イ.自宅看護料又は通院看護料

医師が看護の必要性を認めた場合に次の通りとする。ただし、12歳以下の子供の通院などに近親者などが付き添った場合には医師の証明書は要しない。

（ア）厚生労働大臣の許可を受けた有料職業紹介所の紹介によるもの
立証資料により必要かつ妥当な実費とする。
（イ）近親者など
１日につき２，０５０円とする。

ウ.近親者などに休業損害が発生し、立証資料により、ア又はイ（イ）の額を超えるkとが明らかな場合には必要かつ妥当な実費とする
諸雑費
療養に直接必要のある諸物品の購入費又は使用料、医師の指示により摂取した栄養物の購入費、通信費などとし、次の通りとする。

ア.入院中の諸雑費

入院１日につき１，１００円とする。立証資料により１日につき１，１００円を超えることが明らかな場合は、必要かつ妥当な実費とする。

イ.通院又は自宅療養中の諸雑費

必要かつ妥当な実費とする。
柔道整復師などの費用
免許を有する柔道整復師、あんまマッサージ指圧師、はり師、きゅう師が行なう施術費用は、必要かつ妥当な実費とする。
義肢等の費用
ア．傷害を被った結果、医師が身体の機能を補完するために必要と認めた義肢、歯科補てつ、義眼、眼鏡（コンタクトレンズを含む）、補聴器、松葉杖等の用具の製作等に必要かつ妥当な実費とする

イ．アに掲げる用具を使用していたものが、傷害に伴い当該用具の修繕又は再調達を必要とするに至った場合は、必要かつ妥当な実費とする。

ウ．ア及びイの場合の眼鏡（コンタクトレンズを含む。）の費用については、５０，０００円を限度とする。
診断書等の費用
診断書、診療報酬証明書等の発行に必要かつ妥当な実費とする。
（2）文書料
交通事故証明書、被害者側の印鑑証明書、住民票の発行に必要かつ妥当な実費とする。
（3）その他の費用
（1）治療関係費及び（2）文書以外の損害であって事故発生場所から医療機関まで被害者を搬送するための費用等については、必要かつ妥当な実費とする。

参考例・・・（支給基準ではありません）
①事故発生場所から医療機関まで被害者を搬送するための費用及び汚損等のために支出した費用
②事故発生場所が遠隔地である場合の近親者の交通費及び宿泊費
③学生が治療のため入学延期又は留年した場合の授業料
④被害者を救助又は捜索するための費用
休業損害
（１）
休業損害は、休業による収入の減少があった場合又は有給休暇を使用した場合に１日につき原則として５，７００円とする。ただし、家事従業者については、休業による収入の減少があったものとみなす。
（2）
休業損害の対象となる日数は、実休業日数とし、被害者の傷害の態様、実治療日数その他を勘案して治療期間の範囲内とする。
（3）
立証資料により１日につき５，７００円を超えることが明らかな場合は、自動車損害賠償保障法施行令第３条の２に定める金額を限度として、その実額とする。

参考・・・自動車損害賠償保障法施行令第３条の２
（保険金によるてん補又は損害賠償額の支払に限度を設ける損害の種類及びその限度額）
法第１６条の２の政令で定める損害は、被害者が療養のため労働することができない損害とし、同じ条の政令で定める額は、１日につき１９，０００円とする。
慰謝料
（１）
慰謝料は、１日につき４，２００円とする。
（２）
慰謝料の対象となる日数は、被害者の傷害の態様、実治療日数その他を勘案して、治療期間の範囲内とする。
（３）
妊婦が胎児を死産又は流産した場合は、上記のほかに慰謝料を認める。
目次へ戻る
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一括払とは


	人身事故の損害賠償では、まず自賠責保険が補償を行って、自賠責では不足する部分を補償するために任意保険（対人保険）が存在します。自賠責保険は公的な保険であり加入が義務付けられておりますが、任意保険は民間の保険でありその名の通り加入は任意であります。

これら２つの保険は全く別の保険であるため、本来ならば保険金を請求する際には自賠責保険と任意保険を別々に請求しなければなりません。この場合、必要書類を重複して提出したり、自賠責保険の限度額を確認しながら、任意保険に請求する必要が生じ、請求手続きは煩雑になってしまいます。

これらを解消するために設けられた制度が自賠責保険と任意保険の「一括払制度」です。この制度は任意保険を取り扱っている保険会社が自賠責保険の分も立て替えて支払って、後日任意保険会社は立替分を自賠責保険より回収するというものです。これにより請求先が一本化され、早期に保険金を受け取ることが可能となるというメリットがあります。

一括払制度は、約款などを根拠とする制度ではなく、任意保険会社のサービスとされております。
判例においても「一括払の合意は、医療機関に対し損保会社への治療費支払請求権を課したものでもなく、損保会社に対し医療機関への被害者の治療費一般の支払義務を課すものでもない」と判断されております。これを根拠に治療費の支払打ち切りを行なう場合も少なくありません。
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むち打ち症


	画像診断（いわゆる狭義の他覚所見）を科学的所見とみなし、画像診断に異常がないむち打ち損傷を「詐病」「神経症」と決めつけてしまったり、また「むち打ち損傷は１～３ヶ月で治癒する」「低速度での衝突ではむち打ち損傷は起こらない」などと決めつけている保険会社は少なくありません。

東京三弁護士会交通事故処理委員会むち打ち症特別研究部会は、「むち打ち症に関する医学・工学鑑定の諸問題」という報告書（判例タイムズ７３７号）において、このような主張は”人体の個別性に応じた慎重な医学的検討を軽視している点で非科学的である”と指摘しています。また、医学的他覚所見として理学検査に基づく所見（圧痛、知覚鈍麻、握力低下、スパーリングテスト、ジャクソンテスト、ラセグ徴候など機械を使わない理学的検査法）を認めるべきであると主張している。そして、患者を直接診察せず、カルテや検査資料をもとに推断する法医学鑑定の限界を指摘していいます。

私見：
損害賠償上、完全治癒まで治療を受けることが妥当であるとは思いません。慢性的な経過を呈する痛み症状の場合では、ある程度まで疼痛レベルが低下すると同様に治療を行なっても、それ以上の改善には相当の期間を必要とすることは交通事故に限らす存在します。ですから、症状固定につき損害賠償上の治療は終了するという考え方に全面的に不合理性を感じることもありません。
しかしながら、個々の状態・検査結果（当室では理学検査）を踏まえることなく、「むち打ち損傷は３ヶ月以内で治癒する」と断言する保険会社には嫌悪を覚えます。他覚所見に乏しい場合と他覚所見が存在する場合とを混同しないようにしていただきたいものである。
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症状固定とはどのような状態か？


	交通事故傷害の治療の際には頻繁に耳にする言葉ですが、この言葉の定義を文献に求めることはなかなか困難です。一般に交通事故関係の参考書では「治療を続けてのそれ以上症状の改善が望めないとき」と説明されております。なかなか症状は改善しないが、治療を中断すると症状が悪化する場合はどのように判断するのか？この説明では治療を担当するものとしては疑問が残ります。

「医療機関のためのわかりやすい労災保険：財団法人労災保険情報センター」では次のように説明されております。

労災保険による「治癒」とは、その症状が安定し、医学上一般に認められた医療を行なってもその医療効果を期待できなくなったときをいい、これをいわゆる「症状固定」という。

※”医療効果が期待できなくなったとき”とは、その傷病の症状の回復・改善が期待できなくなった状態をいいます。したがって、その傷病による症状が安定し、投薬・理学療法等の治療により一時的な症状の回復がみられるにすぎない場合は、医療効果が期待できないものと判断します。

症状固定とたとえば次のような状態に至った場合をいいます。

例１
切創若しくは割創の創面がゆ合した場合又は骨折で骨ゆ合した場合であって、たとえなお疼痛などの症状が残っていても、その症状が安定した状態になり、その後の療養を継続しても改善が期待できなくなったときです。
例２
骨ゆ合後の機能回復療法として理学療法を行なっている場合に、治療施行時には運動障害がある程度改善されるが、数日経過すると、元の状態に戻るという経過が一定期間にわたってみられるときです。
例３
頭部外傷が治った後においても中枢神経症状として外傷性てんかんが残る場合があります。この時、治療によってそのてんかん発作を完全に抑制できない場合であっても、その症状が安定しその後の療養を継続してもそれ以上のてんかん発作の抑制が期待できなくなったときです。
例４
外傷性頭蓋内出血に対す治療後、片麻痺の状態が残っても、その症状が安定し、その後の治療を継続しても改善が期待できなくなったときです。
例５
腰部捻挫による腰痛症の急性症状は退消したが、疼痛などの慢性症状が持続している場合であっても、その状態が安定し、その後の療養を継続しても改善が期待できなくなったときです。
以上のように労災保険では症状固定を
①症状が安定すること
②治療を継続しても効果が期待できない

の２つの要件で説明しております。
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政府補償事業　　ひき逃げ・無保険車などの場合の補償


	· 加害車両に自賠責保険の契約がなかった場合 

· ひき逃げ事故のため加害者が不明の場合 

· 盗難車などによる事故で、所有者に運行供用者責任を問えない場合 

このような場合には自賠責保険が機能しないため、人身事故被害者は救済されません。そこで自賠法７１条以下により設置されたのが、政府補償事業です。

政府の事業ですが、自賠法７７条によりその事業は損保会社などに委託されているので、被害者の受付窓口は、自賠責保険取扱保険会社（損保会社）や自賠責共済取扱組合（ＪＡや全労災など）となります。
自賠責保険との主な相違点。

政府補償事業
自賠責保険
過失相殺が厳格に行なわれる
７割以上の過失の場合に減額される
好意同乗の減額が行なわれる
好意同乗の減額には消極的
好意同乗者が運行に関与又は支配したり、事故発生に関与が認められたり、運転者が正常な運転が出来ないことを承知して同乗していた場合などに、実務上１～２割程度減額される場合がある。
親族間事故の被害者は補償を受けられない
自賠法上の他人であれば受けられる
他人とは主に所有者や借受人など自動車を思い通りに使うことが出来る者以外も人
支払までに時間がかかる
被害者請求や一括払制度によりある程度円滑に支払が受けられる
共同不法行為の場合、無保険車と有保険車のによる加害の場合には、損害が填補されない
共同不法行為の場合には、それぞれの加害車両の保険が利用できる
自由診療費の健康保険点数換算が行なわれる
健康保険より高い金額は補償されない
自賠責保険の支払基準による自由診療
目次へ戻る
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傷害の場合の慰謝料


	

	交通事故損害賠償では、損害の填補以外に精神的苦痛に対する損害賠償として慰謝料を請求することが可能です。しかし、精神的な苦痛をどのように評価・算定するのかなど、いろいろと難しい問題があるようです。

慰謝料の損害算定基準として公表されているものの一つに、東京三弁護士会交通事故処理委員会･日弁連交通事故相談センター東京支部によりる「民事交通事故訴訟・損害賠償額算定基準」（いわゆる赤い本）があります。傷害慰謝料に関しては、入院期間と通院期間とにより慰謝料を算定する方法です。

軽症のむち打ち症などに利用される算定基準別表Ⅱを参考としてご紹介いたします。
別表Ⅱ　平成１４年　　　　　　　　　　単位：万円

入院
１月
２月
３月
４月
５月
６月
７月
８月
９月
１０月
１１月
１２月
１３月
１４月
１５月
通院
35
66
92
116
135
152
165
176
186
195
204
211
218
223
228
１月
19
52
83
106
128
145
160
171
182
190
199
206
212
219
224
229
２月
36
69
97
118
138
153
166
177
186
194
201
207
213
220
225
230
３月
53
83
109
128
146
159
172
181
190
196
202
208
214
221
226
231
４月
67
95
119
136
152
165
176
185
192
197
203
209
215
222
227
232
５月
79
105
127
142
158
169
180
187
193
198
204
210
216
223
228
233
６月
89
113
133
148
162
173
182
188
194
199
205
211
217
224
229
７月
97
119
139
152
166
175
183
189
195
200
206
212
218
225
８月
103
125
143
156
168
176
184
190
196
201
207
213
219
９月
109
129
147
158
169
177
185
191
197
202
208
214
１０月
113
133
149
159
170
178
186
192
198
203
209
１１月
117
135
150
160
171
179
187
193
199
204
１２月
119
136
151
161
172
180
188
194
200
１３月
120
137
152
162
173
181
189
195
１４月
121
138
153
163
174
182
190
１５月
122
139
154
164
175
183
· 通院が長期にわたり、かつ不規則である場合は実日数の３．５倍程度を慰謝料算定のための通院期間の目安とする。被害者が幼児を持つ母親であったり、仕事の都合など被害者側の事情により入院期間を短縮したと認められる場合には、上記の金額を増額することがある。なお、入院待機中の期間及びギプス固定中等安静を要する自宅療養期間は、入院期間と見ることができる。 
· 傷害の部位、程度によっては別表Ⅰの金額を２０％～３０％程度増額する。 

· 生死が危ぶまれる状態が継続したとき、麻酔なしで手術など極度の苦痛を被ったときなどは、入院期間の長短にかかわらず別途増額を考慮する。 

· むち打ち症で他覚症状がない場合は別表Ⅱを使用する。この場合、慰謝料算定のための通院期間は、その期間を限度として実治療日数の３倍程度を目安とする。 

慰謝料の算定方法はこの他にも、日弁連交通事故相談センターの交通事故損害賠償額算定基準（いわゆる青い本）や自賠責保険の支払基準による算定や任保険会社独自の算定基準など様々な算定方法があります。自分の損害をよく考えて、適当なものを用いて加害者と交渉・請求することが望ましいと思われます。また、相手との話し合いがうまく進まないときは、専門家に相談しましょう！
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交通事故傷害と健康保険


	”交通事故による傷害の治療には、健康保険が利用できるのか”肯定的な意見・否定的な意見など様々です。健康保険を利用することのメリット・デメリットを少し整理しましょう。

交通事故の治療は損害賠償です。つまり加害者は被害者に与えてしまった損害を賠償しなければならない義務を負っています。自賠責保険や任意保険は加害者がその義務を果たすために加入している保険です。ですから、交通事故の場合には、まず自賠責保険や任意保険を使って治療をするという考え方が成立します。

しかし、次のような例では健康保険を使うことにより被害者にメリットが生じます。

· 加害者が任意保険に加入していないのに大きな傷害を負ってしまった場合。 

· 大きな傷害を負ってしまったのに自分の方の過失割合が高く自賠責保険の限度額で治癒が望めない。また、任意保険では過失相殺されてしまい自己負担額が高額になってしまう場合。 

このような場合には、健康保険を利用することにより治療費が小額になり自賠責保険の傷害限度額を有効に活用することが出来るというメリットが生じます。また、健康保険から支払われた治療費は過失相殺前に控除され、実質的に過失相殺の対象にならないというメリットも生じます。

健康保険とは、それぞれの構成員が納めた保険料で運営される相互扶助の制度です。「第三者行為傷病届け」を提出することにより健康保険は利用可能となります。第三者傷病届による健康保険診療とは、健康保険法第５７条に示されているように、本来加害者が支払う（賠償）べき被害者の治療費を健康保険が代わりに支払う（弁済）ことにより、加害者への請求権を被害者から取得（代位取得※）するということです。ですから、加害者に支払能力がない場合や健保を利用してもなお自賠責保険の限度額を超えてしまった場合などには、健康保険は加害者の代わりに支払った治療費を回収することが出来なくなる場合があります。このことは、健康保険の構成員が納めた保険料が加害者のために使われたことを意味しますから、健康保険制度本来の相互扶助の精神に反することにもなります。よって、第三者傷病届による健康保険の利用は、上の例のように止むを得ない事情がある場合に利用することが望ましいという考え方が成立します。

第三者行為傷病届による場合であっても、健康保険による診療は健康保険で定められた規則に従った診療となります。したがって、自由診療と比較して診療内容が制限される場合が生ずることがデメリットとして挙げられます。

健康保険を利用するか否かは、患者さん自身の意思でなければなりません。加害者並びに加害者側の保険会社が支払い保険金の圧縮のために健康保険の利用を要求してくる場合も少なくありませんが、患者さんの意思によらないものは越権行為以外の何ものでもありません。

· 自賠責保険や任意保険は加害者が被害者に与えた損害を賠償するために加入していること。 

· 健康保険は本来構成員の相互扶助の制度であること。 

· 被害者の過失が少なく加害者が任意保険に加入している場合には、あえて健康保険を利用する理由がないこと。 

これらを考慮すると、交通事故傷害の治療は、自賠責保険や任意保険による自由診療を原則とし、先に述べたような止むを得ない事情がある場合には第三者行為傷病届による健康保険を利用するという方法を私は支持いたします。

※代位
第三者や保証人などのような債務者でないものが弁済を行なった場合には、弁済を行なったものは求償権を取得します。この求償権の確保のために認められたのが弁済による代位制度です。債務者に対する債権者の権利が求償権の範囲で弁済者に移転するということです。
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鍼灸治療における第三者行為傷病届による健康保険適用の問題点


	健康保険による診療は健康保険で定められた規則に従わなければなりません。鍼灸治療に保険を適用する場合には、この規則に大きな問題があります。以下に問題点を挙げます。

· 鍼灸に健康保険を適用できる疾患名が「神経痛・五十肩・頚腕症候群・腰痛症・頚椎捻挫後遺症・リウマチ」などの慢性的な痛み疾患に制限されている。（鍼灸治療の適応疾患はこのほかにも非常にたくさんありますが、健康保険では厚生労働省が通知により保険適用を認めていない）軽微な交通事故の場合には、頚部や腰部の捻挫や挫傷、打撲といった診断名が多いので健康保険の適用疾患と合致しない場合が多い。 

· 保険を適用している疾患については、医師の行なう治療と同時に治療を受けることが出来ない。どちらか一つの選択性です。（なぜこのような規則があるのかは、私には理解できません） 

· 医師の同意が必要である。（鍼灸マッサージ師は国家資格医行為者ですから、自由診療の場合は医師の同意は不要である） 

他にもあるかもしれませんが、主にはこれらが問題となる場合が多いようです。解決をするためには保険者（健康保険）と個別に交渉しなければなりませんが、私の経験ではなかなかうまくは行きません。

私どもライラック治療室では交通事故傷害の治療の場合には、自由診療であっても労災保険の診療報酬に準じた料金で治療を行なっております。治療費を低額に抑える必要性がある方の場合でも、もともとの自由診療単価が労災保険並に低額であること、病院での治療報酬と比較すると低額であることを勘案すると充分にメリットがある診療報酬であるといえます。
全ての鍼灸院の自由診療報酬が労災基準に準拠しているわけではありません。治療費を低額に抑えたい方は、治療料金をあらかじめ確認してから受診することをお勧めします。
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共同不法行為と自賠責保険


	複数の者が共同して損害を与える行為を共同不法行為といいます。自動車事故の場合には、玉突き事故の場合、衝突事故により同乗者が被害を受けた場合、２台の自動車にはねられた場合などに成立するようです。

共同不法行為が成立する場合には、それぞれの加害者が連帯して損害を賠償する責任を負います。この場合にはそれぞれの加害者（加害車両）の自賠責保険へ請求することが可能になります。例えば、傷害事故で加害者が２名の場合にはそれぞれの自賠責保険に請求可能となりますので、限度額は１２０万×２＝２４０万円となります。すなわち、被った損害が合計３００万円の場合には、加害者それぞれの自賠責保険に１２０万円ずつ請求し２４０万円の支払を受けることが可能となります。ただし、支払限度額が２倍になるからといって損害が２倍になるわけではありませんので誤解なさらないで下さい。

民法７１９条（共同不法行為）
Ⅰ
数人が共同の不法行為に因りて他人に損害を加えてるときは各自連帯にて其賠償の責に任ず。共同行為者中の孰れが其損害を加へたるかを知ること能はざるとき亦同じ。
Ⅱ
教示者及び幇助者は之を共同行為者と看破す。
共同不法行為者全員に、寄与度に応じた分担責任ではなく、全損害について連帯して賠償する責任を負わしており、原則として免責や減責の主張は許されておりません。
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